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1.はじめに 

 

被災地へ届けられる救援物資は被災者支援に大きな役割を果たしています。これは疑いようの

ない事実です。しかし、物が豊かで流通機構やマスコミが発達した国では、災害が発生すると全

国から救援物資が被災地に殺到し、被災地自治体の災害対応に大きな困難をもたらすという「送

り主の善意が裏目に出る」事態がしばしば発生します。 

サブタイトルは、それに対する警句としてアメリカの防災関係者で使われ始めたものと言われ

ています。 

このような事態(現象)は、アメリカだけの問題ではなく、日本でも過去にたびたび発生してい

ます。 

 

 

2.国内の災害時における救援物資に係る問題―地震災害を例に― 

 

(1)1964 年新潟地震(1964 年 6 月 16 日) 

「中古衣料品も全国民の暖かい同情のバロメーターといえる。この量はまた記録的な数字

を数え、体育館の天井まで届く程積みあげられた。これをやっとの事で配分して、翌日他の

集荷所へ行くと、またそこにも山積みの中古衣料品が厳然として待ち受けているのである。」

(新潟市:新潟地震誌、pp.324-325、1966 年 11 月) 

「救援物資を配給するに当り、色々の事に出会ったり見聞したりしたので、以下思いつく

まま述べて見る。まず数多くの梱包を貨車でいくつも戴いて有難かったが処理に困った。こ

んどの地震では火事に焼けたのは極く一部で、浸水したと云っても今すぐ衣類を必要とする

のは少なかったが、梱包の中では衣類が一番多かった。(中略)これまでに災害救援物資の送

付をうけた経験のあるある市長さんが、自ら慰問に来られ、お送りする梱包が準備してある

んだが、処理に困って居られるなら換金して送りましょうと云って下さったが、これは本当

に有難かった。 

とにかく梱包の数の多いのには処理に手を焼いた。初めは物によって分けて処理しようと

新潟小学校と寄居中学校とで区分けしたこともあったが、余り数が多くなって、とにかく一
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括積み上げてという事になったが、これを配分するのに頭を悩ました。」 

(同上、p.218) 

 

(2)1983 年日本海中部地震(1983 年 5 月 26 日) 

「救援物資の中の衣類の配分には苦労した。衣類のほとんどがいったん着用したもので規

格がそろっていないこと、火災などと違って、震災では家財が残っており、衣類などに困っ

ている人が少ないことなどから、被災者へ直接配分することは困難であった。 

配分委員会では、市婦人団体連絡協議会に衣類を寄託し、換金することとした。婦人団体

連絡協議会では、バザーを開催し、売上金を義援金として寄付した。」 

(能代市:昭和 58 年(1983 年)5 月 26 日日本海中部地震能代市の災害記録、1984) 

 

(3)1993 年北海道南西沖地震(1993 年 7 月 12 日) 

1993 年 7 月 12 日の北海道南西沖地震では、被災地の奥尻町に救援物資が殺到し、その救

援物資を保管するために、町は 1 億 2 千万円をかけてわざわざ倉庫を作らざるを得なかっ

たという事実があります。当時の越森町長は、国会に参考人として招かれた際に以下のよう

な発言をしています。 

「天候にもよりますが、救援物資は大型ヘリコプターによるピストン輸送等、緊急かつ大

量輸送手段の確保が必要と思われるとともに、救援物資については、マスコミ等の大々的報

道により災害直後から全国各地よりたくさんの救援物資が送られてまいりまして、三千ト

ンとも言われる膨大な量でしたが、仕分け等で大変な労力を必要といたしましたし、そのた

めにわざわざ一億二千万もかけて倉庫も建設しなければならないことにもなりましたし、

対岸の江差町やあるいは江差町周辺の町村にも集会所や学校に大変なお世話になったわけ

でございます。 

個人からの救援物資はできるだけ受け付けず、義援金としての援助をお願いすべきだと考

えております。また、企業からの救援物資の提供リストをもらい、必要なときに必要物資を

提供していただけるシステムづくりが必要ではないかと感じております。 

(中略) 

それから、さっきちょっと触れましたけれども、このことだけはぜひとも言っておきたい

なと思ったのですけれども、大変な救援物資が来たのですね。だけれども、衣類については

七割方ほとんど使うことができなかったのです、残念ですけれども。それで、これは先ほど

倉庫を建てたということも言いましたし、札幌まで持っていって道庁の皆さんに仕分けし

てもらうために、逆にこれも九千万ほどかかりました。それがほとんど七割方投げなきゃな

らないようなものだということで、もう保管する場所もないし、雨は降ってくるし、中には

食料品と一緒に送ってくるものもあるものですから、もうにおいがついてどうしようもな

い。膨大な三千トン以上の、あの島にどうして入るわけがないのですから。それがもうそう
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いう形に雨ざらしになる、そういうことになるというような状態が続いてどうしようもな

いから、焼け、焼却してしまいなさい。そうしたら、それをテレビ朝日が追っかけていって、

全国の好意を踏みにじる行為を町長がしている、またたたかれるのですね。」 

(第 132 回国会地方分権に関する特別委員会第 3号、1995 年(平成 7年)2 月 8日) 

 

(4)1995 年阪神・淡路大震災(兵庫県南部地震:1995 年 1 月 17 日) 

阪神・淡路大震災では、救援物資の問題が大規模な形で噴出しました。 

資料(緊急物資等の備蓄・調達に係る基本的な考え方平成 18 年 3月総務省消防庁参考事例

5)によれば、以下のようなことが指摘されています。 

○ 郵政省では、被災者救助用寄贈品(衣料、寝具、保存に耐える食料品、医薬品、日用品、

学用品、新聞雑誌類等)を内容とする小包郵便物の料金免除を 1月 20 日から 3月 2 日ま

で実施した。無料化されたゆうパック(郵便小包)等によって、全国の個人・市民団体か

ら様々な品が義援物資として送られた。しかし、個人からの物資は、中身を開けて整理

し、梱包をし直して配布しなければならず、膨大な物資の受入れ、仕分け、配布には多

くの人手が必要となった。全体として、ゆうパックは 61 万個にも及んだ。 

○ 神戸市は、同災害対策本部宛のものを配送済みとみなし、郵便局で内容を分類した上で、

市の集積場所に配送することを要請した。こうした異例の処置は、1 月 23 日から 29 日

まで続き、7 万個のゆうパックが処理され、分類作業については、旧大阪小包集中局で

行われ、応援要員も含め、約 600 人体制で行った。 

○ 神戸市は、約 43 万個に及ぶゆうパックについて、一つ一つ開封し、品目毎の仕分けが必

要となり、物資の受入れスペースの他に、仕分け場所、人手を必要とし、約 29,000 人の

ボランティアの協力を得た。 

○ 神戸市に届けられたゆうパック等の内訳は、衣類 51%、食品 14%、毛布・布団 13%だった。 

○ 西宮市には、ゆうパック約 20 万個が届き、その中身としては、アルミホイールに包まれ

たおにぎり、みかん、ラーメン、缶詰等の食べ物、茶、天然水、ジュース等の飲料水、

ノート、消しゴム、鉛筆等の文具類、肌着、セーター、防寒着等の衣類、タオル、ティ

ッシュペーパー、生理用品等の生活必需品で、その内訳は、衣類 70%であり、そのうち

50%が中古であった。被災者は中古の衣料は受け取らないため、西宮市では、どうしても

使用できない義援物資等を処分するのに、2,800 万円の費用を投じた。 

 

阪神・淡路大震災では、救援物資に関する問題は一般国民の間でも話題となりました。当時

の朝日新聞(東京本社版)の「声」欄には、以下のような投書が見られます。 

被災地でボランティア活動を行った 36 歳会社員は、次のように記しています。 

「(前略)救援物資を送って下さる方にもお願いがあります。いろいろな品物を一つの箱で

送りたいお気持ちはよくわかるのですが、一つの箱には一つの種類の品物にしていただ
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きたいのです。その方が、効率よく仕分けできますし、量も多くできると思います。」 

(「救援を手伝い思いは切々と」、1995 年 1 月 28 日(土)朝刊) 

 

神戸市東灘区出身で横浜市在住の 36 歳の主婦は、救援物資を送るべきかどうかで悩んでい

ます。 

「(前略)自分の住んでいるマンションの方々にも呼びかけて救援物資のご協力をあおいだ

ところ、4 日間でダンボール箱 7、8 個の物が集まりました。ところがです、集まった物資を

神戸市あてに送ろうとしているときに耳に入ってきたのは、「物資が郵便局に 6万個も足止め

されている」とか「避難所では毛布等は余っている」とかいう情報です。 

(中略)送ってよいものか、送るとかえって迷惑なのか考えあぐねてしまいます。(中略)救援

ということのあり方の難しさをつくづく感じてしまいました。こちらが小さな親切のつもり

でしていることは、実はひとりよがりの大きなお世話なのかと…。」 

(「救援物資送る難しさを実感」、1995 年 2 月 1日(水)朝刊) 

 

(5)2004 年新潟県中越地震(2004 年 10 月 23 日) 

2004 年に発生した新潟県中越地震で大きな被害を受けた小千谷市では、救援物資に関して以下

のような状況がみられました。 

「地震発生の夜半から、全国からの救援物資が続々と届くようになってきて、昼夜を問わず、

市役所前にトラックが着くたびに荷降ろし作業に取り掛かりました。職員は一睡もせずにこの作

業を続けました。 

地震発生後 3 日目の 10 月 25 日、朝一番で食糧や水を各避難所に送り出すと同時に、早朝から

救援物資を載せたトラックが続々と市役所に到着しました。市役所周辺の道路は荷降ろしを待つ

トラックで大渋滞となっていました。物資が次々と運び込まれ、市庁舎 2階の市民ホールは積み

上げられた物資で満杯になり、通路や階段などにも積み上げられました。ついに入りきらず、庁

舎前の庭や空きスペースも埋めつくされ、仕分け作業はおろか職員の通行にも支障をきたすまで

になってきました。」 

(前小千谷市長関広一:中越大震災自治体の叫び、p.33、ぎょうせい、2007 年 3 月) 
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3.救援物資への対応のあり方 

 

前述のように、救援物資は被災地にはありがたいものですが、他方では、被災地の防災力を削

ぎ、大混乱をもたらすものになりかねない側面を有しています。そして、この傾向は個人からの

救援物資において特に顕著です。 

救援物資に伴う前述のような状況を招かないためにも、自治体はマスコミ等を通じて、緊急救

援期の早い段階から救援物資による混乱を防止するための広報を実施することが重要となりま

す。 

2007年7月16日の新潟県中越沖地震では、この点に関して注目するべき対応がなされました。

地震翌日の 17 日、新潟県は個人からの救援物資の受け入れを辞退する旨の以下のマスコミ発表

をしています。柏崎市においても同日に同様の趣旨のマスコミ発表がなされました。 

「県は個人の皆様からの救援物資を辞退しています現在、新潟県災害対策本部では、各被災市

町村と連携して被災された方々に必要な物資を掌握し随時対応しております。 

小口の救援物資は、被災地域の受け入れ態勢を整えるのが難しく、現場に混乱をきたすおそれ

があります。現在多くの方々から救援物資のお申し出をいただいておりますが、上記の理由から、

県では当面、個人の皆様からの救援物資の受け入れを辞退させていただいております。 

今後、被災地の要望を確認したうえで、県ホームページおよび報道発表等により必要な物資に

ついて随時お願いする予定としております。ご理解のうえ、報道においてご配慮頂きますようお

願い申し上げます。」 

国内において、災害時にこのような対応(早い段階で県と市町村が足並みを揃えて「個人の救

援物資を辞退する」旨のマスコミ発表)がなされたのは、2007 年新潟県中越沖地震が初めてです

が、決してその場の思いつきでなされたのではありません。筆者の個人的な見解ですが、このよ

うな対応の伏線(契機)となったのは、2004 年新潟県中越地震の被災地となった長岡市が 2006 年

度(平成 18 年度)の地域防災計画において示した「個人からの救援物資の辞退」の方針であった

と考えます。 

今後、国内においてはこのような対応方針で臨む自治体が増えてくると思われます。その結果、

個人からの救援物資による混乱は回避されることになりますが、それで救援物資に係る課題が全

て解消されるわけではありません。対策をさらに前進させるためには、以下のような意見に耳を

傾ける必要があります。 

「全国からの救援物資がすばやく届いたことには大変力づけられた。しかし、本文にも書いた

が、物資をトラックから降ろし、それを各避難所へ配送する手配が大作業であった。特に、水の

ような重い物資をトラックから一旦降ろし、他のトラックに積み替える作業は、大変な重労働で

あった。 

そこで、物資を提供してくださる方が、あらかじめ運送会社に対し、災害対策本部の指示に従

い物資を各避難所まで届けるようにという指示をしておいていただければ、極めて能率的になる。
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トラックが災害対策本部に到着した時点で、本部員から配送先の地図を受け取って、そのまま何

箇所かの避難所へ配送してもらえれば、物資の到着もそれだけ早くなり効率的である。 

虫の良いお願いかもしれないが、物資の集積場所は戦場のようになる現実から、このようなル

ールができるとありがたいと思った。」 

(長岡市災害対策本部編集:中越大震災―自治体の危機管理は機能したか―、p.30、ぎょ 

うせい、2005 年 7 月) 

救援物資を満載して被災地の応援に向かう自治体、団体、企業には、被災地の負担にならない

救援のあり方(「自己完結」など)が求められます。 

なお、救援物資問題を扱った良書である「中越発救援物資はもういらない刺(震災がつなぐ全

国ネットワーク、2008 年 10 月)の pp.56-57 では、行政に対して以下の 6 点を提言しています。

これまでの議論のまとめ的な内容になっていますので、ご紹介します。 

①個人からの救援物資については、「災害発生直後は、原則として受け取らない」 

②応援協定を結ぶ自治体・団体・企業からの物資調達を基本にする 

③無料「ゆうパック」の申請をしない 

④大口の申し出については、提供物資や提供者などを記録する 

⑤可能なかぎり避難所へ直接配送を依頼し、物資だけでなく車両や人員も要請する 

⑥受け入れ体制の広報 

個人的には、「プロの配送業者の(ノウハウの)活用」も含めるべきかと思いますが、救援物資問

題の総決算的な本ですので、ぜひ一度手に取られることをおすすめいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


